
結果概要

10～12月期の景況

・ 景況感は6四半期ぶりに悪化。製造業は悪化、非製造業はやや改善。

・ エコカー補助金の打ち切りにともなう自動車の減産が響いた。

・ 業種別では、金属製品、繊維製品、印刷、卸売業などが改善したのに対し、自動車

部品、飲食業などは悪化した。

・ 製造業の増収増益の傾向は急速に弱まっている。非製造業の減収減益は続いている。

・ 非製造業は2年ぶりに人手不足に。

1～3月期の見通し

・ 景況感はさらに悪化する見通し。

・ 経済情勢に不透明な部分が少なくなく、先行き警戒感が広がっている。
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景況感は6四半期ぶりに悪化　　エコカー補助金の打ち切りが影響

〔全産業〕

・ 10～12月期の企業の景況感を表す業況

判断DI（業況を「良い」と答えた企業

の割合から「悪い」と答えた企業の割

合を差し引いた値）はマイナス33.6とな

り、前期（7～9月期・マイナス30.5）に

比べ3.1ポイント低下した。DIの悪化は

2009年4～6月期以来、6四半期ぶり。

・ エコカー補助金の打ち切りにともなう自動車の減産が響いた。

・ 前回調査時（9月調査）の10～12月期の見通しDIはマイナス48.4と、大幅な景況感の悪化を予想

していたが、実際には小幅にとどまった。企業マインドはそれほど悪化していない。

・ 1～3月期の業況判断見通しDIはマイナス43.7と、さらに悪化する見通しとなった。

・ 国内外の経済情勢に不透明な部分が少なくなく、先行き警戒感が広がっている。

〔製造業〕

・ 業況判断DIはマイナス29.5。前期（マイナス19.9）に比べ9.6ポイントの悪化。前回調査時の10～

12月期の見通しDIはマイナス49.0と、大幅な悪化予想だったが、実際の悪化幅は予想を下回った。

・ DIが悪化したのは自動車部品と機械器具部品。とくに自動車部品の悪化幅は大きく、54.0ポイン

ト低下。エコカー補助金打ち切りの反動の影響が出た。

・ 自動車部品、機械器具部品、窯業・土石以外の業種はDIが改善。繊維製品はプラスに転じてい

る。産業資材向け織物が牽引した。

（%ポイント） 

（年）

見通し 
→ 全産業 

製造業 
非製造業 

09070503019997959391 11
-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

業況判断DI

良い →
 

悪い ←
 

業況判断

（単位：％ポイント　△はマイナス） 

前期 
〔7～9月期〕 

今期 
〔10～12月期〕 

見通し 
〔1～3月期〕 

全産業 

製造業 

非製造業 

△ 30.5 

△ 19.9 

△ 39.6

△ 33.6 

△ 29.5 

△ 36.8

△ 43.7 

△ 41.4 

△ 45.5

-3.1  

-9.6  

2.8 

↓ 

↓ 

↑ 

-10.1  

-11.9  

-8.7 

↓ 

↓ 

↓ 

変化幅 

前期→今期 今期→見通し 

調査レポート 調査レポート 



・ 業況判断見通しDIはマイナス41.4。11.9ポイントの悪化が見込まれている。金属製品、窯業・土

石、木材・木製品が大幅に悪化を予想。

・ 改善を見込むのは自動車部品のみ。

〔非製造業〕

・ 業況判断DIはマイナス36.8。前期（マイナス39.6）に比べ2.8ポイント上昇し、5四半期連続の改

善となった。

・ 飲食業と運輸業を除くすべての業種でDIが改善。とくに卸売業の改善が目立つ。（12.6ポイント

改善）

・ 飲食業は悪化が目立つ。（19.3ポイント悪化）

・ 業況判断見通しDIはマイナス45.5と、8.7ポイントの悪化が見込まれている。

・ とくに小売業で悪化幅が大きい。（22.5ポイント悪化の見込み）

製造業は増収増益の傾向弱まる　　非製造業は減収減益続く

〔全産業〕

・ 前年同期比売上額DI（売上額が前年同期と比べ「増加」したと答えた企業の割合から「減少」

したと答えた企業の割合を差し引いた値）はマイナス2.1となった。前期（3.7）に比べ5.8ポイン

トの低下。

・ 前年同期比収益DI（収益が前年同期と比べ「増加」したと答えた企業の割合から「減少」し

たと答えた企業の割合を差し引いた値）はマイナス9.7。前期（マイナス1.5）に比べ8.2ポイン

ト低下した。
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〔製造業〕

・ 前年同期比売上額DIは13.1。3四半期連

続のプラス。

・ 前年同期比収益DIは7.5。売上額と同様

に3四半期連続でプラスとなった。

・ 増収増益の傾向は急速に弱まっている。

〔非製造業〕

・ 前年同期比売上額DIはマイナス14.4。前

期（マイナス15.5）に比べ、1.1ポイント

改善した。

・ 前年同期比収益DIはマイナス23.5。前期

（マイナス18.4）に比べ、5.1ポイント悪

化した。

・ 非製造業は依然として減収減益の傾向

が続いている。

製造業・非製造業ともに資金繰りは悪化

〔全産業〕

・ 資金繰りDI（資金繰りが3ヵ月前と比べ「楽」と答えた企業の割合から「苦しい」と答えた企業の

割合を差し引いた値）はマイナス16.4となり、前期（マイナス8.2）に比べ、8.2ポイント悪化した。
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・ 資金繰り見通しDIはマイナス19.2。悪

化する見通し。

〔製造業〕

・ 資金繰りDIはマイナス16.8。前期のマ

イナス4.4に対し、12.4ポイント悪化し

た。

・ 資金繰り見通しDIはマイナス18.8と、

さらに悪化の見通し。

〔非製造業〕

・ 資金繰りDIはマイナス15.8。前期のマイナス11.5に比べ、4.3ポイント悪化した。

・ 資金繰り見通しDIはマイナス19.6と、3.8ポイントの悪化を見込んでいる。

製造業で残業時間の増加続く　　非製造業は2年ぶりの人手不足に

〔全産業〕

・ 残業時間DI（残業時間が3ヵ月前と比

べ「増加」と答えた企業の割合から

「減少」と答えた企業の割合を差し引

いた値）は1.0と、前期（2.9）に比べ

1.9ポイント低下した。残業時間DIのプ

ラスは2四半期連続。

・ 残業時間見通しDIはマイナス10.0。再

び残業時間は減少する見通し。

・ 人手過不足DI（人手が「過剰」と答え

た企業の割合から「不足」と答えた企

業の割合を差し引いた値）は、全産業

ベースで1.0となった。前期（3.8）に

比べ2.8ポイント低下した。

・ 人手過剰感は全体として解消されてい

る。

・ 人手過不足見通しDIは2.6となってい

る。

〔製造業〕

・ 残業時間DIは9.9。残業時間は増加が続

いているが、その傾向は弱まっている。
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・ 業種別にみて残業時間の増加したの

は、機械器具部品、金属製品、食料

品。自動車部品は減少に転じた。

・ 残業時間見通しDIはマイナス9.6。

残業時間は減少に転じる予想。た

だし、機械器具部品は引き続き増

加を予想。

・ 人手過不足DIは8. 4、前期（4.7）に

比べ3.7ポイント上昇した。

・ 人手過不足見通しDIは10.8となった。

〔非製造業〕

・ 残業時間DIはマイナス6.1と、前期

（マイナス9.8）に比べ3.7ポイント

上昇した。

・ 残業時間見通しDIはマイナス10.3と

なっている。

・ 人手過不足DIはマイナス4.9と、前

期（3.1）に比べ、8.0ポイント低下

し、人手不足に陥った形となった。

DIのマイナスは2008年10～12月期

以来、2年ぶり。

・ 人手過不足DIがマイナス（人手不

足）の業種は、卸売業、飲食業、不動産業、運輸業、サービス業。

・ 人手過不足見通しDIはマイナス4.0。

設備の過剰感は解消　　設備投資実施率は26.1％

〔全産業〕

・ 設備過不足DI（設備が「過剰」と

答えた企業の割合から「不足」と

答えた企業の割合を差し引いた値）

はマイナス1.4となった。前期（2.5）

に比べ3.9ポイント低下した。

・ 設備過不足DIがマイナス（設備が

不足）になるのは、2008年7～9月

期以来、9四半期ぶりのこと。
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・ 設備過不足見通しDIはマイナス0.3。

・ 10～12月期に設備投資（リー

ス・レンタルを含む）を実施し

た企業は26.1％と、前期（25.5％）

に比べ0.6ポイント上昇した。

・ 1～3月期 に設備投資の実施を計

画している企業は20.7％あった。

〔製造業〕

・ 設備過不足DIは1.5となり、前期

（7.0）に比べ5.5ポイントの低下。

・ 設備過不足見通しDIも1.5となっ

ている。

・ 10～12月期に設備投資（リー

ス・レンタルを含む）を実施し

た企業は29.4％。

・ 内訳としては、機械・設備の新

増設が39.8％、機械・設備の更改

が37.8％、事務機器が22.4％など

となっている。

・ 設備投資の目的としては、老朽化に伴う更新が45.9％、能力増強が28.6％、合理化・省力化が

21.4％となった。

・ 1～3月期に設備投資の実施を計画している企業は18.9％となっている。
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〔非製造業〕

・ 設備過不足DIはマイナス4.0となり、前期（マイナス1.7）に比べ2.3ポイントの低下。

・ 設備過不足見通しDIはマイナス1.9となっている。

・ 10～12月期に設備投資（リース・レンタルを含む）を実施した企業は23.0％。

・ 内訳としては、車両が40.0％、事務機器が29.4％、事業用土地・建物が20.0％などとなっている。

・ 設備投資の目的としては、老朽化に伴う更新が52.9％、販売拡大が22.4％、合理化・省力化が

21.2％となった。

・ 1～3月期に設備投資の実施を計画している企業は22.3％となっている。
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【調査要項】

実施期間：2010年11月26日～12月10日
調査対象：県内の当金庫のお取引先946社（下記参照）
調査方法：郵送および面談によるアンケート調査
分析方法：業況、売上、収益、資金繰り、人手などについて、「良い」（増加など）と答えた企業割合から

「悪い」（減少など）と答えた企業割合を差し引いた値（DI:Diffusion Index）を中心に分析

製造業 

対象先数 

回答数 

回答率（％） 

427 

371 

86.9

卸売業 

113 

99 

87.6

小売業 

72 

67 

93.1

飲食業 

28 

27 

96.4

建設業 

133 

111 

83.5

不動産業 

49 

45 

91.8

運輸業 

39 

36 

92.3

サービス業 

85 

69 

81.2

合計 

946 

825 

87.2

0 20 40 60 80 100 0 20 40 60 80 100

売上の停滞・減少 

利幅の縮小 

 販売納入先からの値下げ要請 

同業者間の競争激化 

 合理化の不足 

65.2

63.5 64.4

64.5

50.1

39.5

8.4

7.1

50.8

41.3

10.9

7.6

7.7

7.6

売上の停滞・減少 

同業者間の競争激化 

利幅の縮小 

大手企業との競争激化 

人手不足 

人件費の増加 

35.9

28.2

21.3

32.7

25.3

28.1

12.9

12.1

製造業 非製造業 

（％） （％）

今期（10～12月期） 
前期（7～9月期） 

今期（10～12月期） 
前期（7～9月期） 

経営上の問題点

当面の経営重点施策
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